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　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.課　　　　題

　戦後「高度経済成長」過程で，わが国の外材輸入量は激増し，臨海部を中心に大型外材専門工場

を台頭せしめた。当初，外材は国産材の補完的供給部分として輸入されたものであったが，今日で

はわか国木材市場の60％を占めるに至り，今や木材市場は外材を軸として展開しているといっても

過言ではない。

　一方，国産材をとりまく諸条件は一段と厳しさを増してきている。販売市場の縮少，外材製材対

国産材製材の対立激化と国産材製材工業の後退，また，都市化の進行に伴う山村からの労働力流出

といった中で，木材生産の停滞，造林事業が衰退している。こうして今日，外材の市場支配の中に

あって，国産材市場・日本林業は大きな変貌・再編を迎えている。国産材市場の動向か，林業の動

向を大きく規定していることは言うまでもない。それだけに国産材市場の再編構造の検討は，日本

林業を理解し，将来の方向性を模索するためにも重要な意味をもつといえよう。

　そこで，本論文においては，わが国国産材市場がどのような構造変化を遂げ，その結果どのよう

に再編されてゆくのかを明らかにすることを主要な課題とする。

　ところでわが国の国産材市場の再編構造を分析するには，生産から消費までの総体としての市場

構造を明らかにすることが必要なことは言うまでもない。しかし，国産材市場の動向は，基本的に

は，生産（林業）と消費（消費市場）との結接点に位置する産地市場の動向に集約される。逆にい

えば，産地市場の分析を通して，国産材市場の動向を知り得るといえよう。　そこで以下の分析で

は，産地市場の中でも特にその主軸となる製材工業に視点を置いて分析を進める。

　わが国の製材工場は，戦後日本資本主義経済の復旧発展過程での木材需要，特に中央消費市場の

需要増大を背景に，全国的に著しく設立されレ新たに製材産地も形成されていったのである。

　30年以降の日本経済の重化学工業化と輸出を基調とする合理化・近代化設備投資は，木材需要の
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増大に一層拍車をかけることになった。これは一方では，木材価格を著しく高騰させるとともに，

　「製品安の原木高」といった価格構造をつくりあげて･いった。　＜

　製材工業はいかに商業的とはいえ，それか工業である限りこまた木材需要増大基調の中にあって

は，原木の大量・均質性を要求する。それゆえにこ30年代の治材土業の課題は，資本（需要資本）

かいかに原木の供給構造（林業の構造）の矛盾を克服（”する翫　いかに林業を包摂するかという

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｊ　¶　　　・　ｌ　　　ｄｌことであった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒

　　しかし製材工業は資本力の脆弱性と，製材技術，加生度の屁さ，ｊらに原木調達構造,ｃ規定さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　yﾀ　　　　｀I　　　　　　　　Jれ，原木取得を巡って階層間競争に終始していたといえよう。この｡ことは小規模零細工場の後退を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　ｆ　　　’１●Ｉ意味する。それゆえに，これまでの製材工業の分析は，原木取得問題と,同時に階層性に主として分

析視点かおかれ，30年代に台頭してきた原木市売市場の原木取得の意義・役割について検討がなさ

れたといえる（2）。　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　，

　木材需要の増大を基本的背景に，価格高騰を直接的契機とした外材輸入の増大と，それに伴なう

国産木材価格の相対的低下・全国的均等化，さら1と販売市場の縮少等は産地と消費地との結合関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lﾚ,｜　－を変えるばかりでなく，産地市場そのものにも大きな影響を与えだのである。

　また外材輸入の増大基調の中で，商社の激しい輸入競争の結果;外材の過剰在庫とこのテッドス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ　　　ｊ　　ｗ　　ｌ　　●ドック解消のため，商社は積極的に内陸部への販売を庖った。このことは外材との製品市場での競

合ばかりでなく，素材市場での直接的競合関係を生むことを意味している。すなわち，商社は内陸

販売の場合，信用取引であるだけに，比較的大手め製材工場をつ,かまえており，これら大手工場の

外材への転換は，国産材産地としての展開を一段と厳しいものにしている。

　このような，外材の影響による販売市場の縮少，中央市場からの後退，さらに外材の産地への浸

透といった中で，産地そのものの後退が目立ってきた。外材の,産地への浸透とそれへの転換は，国･

産材産地としての集荷機能を著しく弱め，特に弱小産地の後退は著しいものがある。しかし，一方

においては，国産材素材の地域的集中か著しく進行している。つまり全国的な林業生産の停滞，ま

た道路交通機関の発達，製材工場の原木調達構造の変貌等ぱ，いわゆる集荷圏の拡大をひき起し，

集中を辿る産地と，後退を辿る産地との地域的集中の較差を著しく高くしている。いわば比較的生

産の地域的集中度か低い製材工業も産地市場の変貌過程め中で,｡著しい集中を辿っているのである。

　このこ,とは製材工業立地とのかかわりで，重要な意味をもっできている。すなわち，これまで製

材産地の形成については，原料立地指向が一般に言わ:れて,いた（3’。確かに木材という商品的特質

と，林業と製材工業との結合構造に規定され，原料立地指向か容易に肯定されていたわけである。

それゆえに，産地は分散的に形成され，その規模は多分に地域林業の規模によって規定されていた

といえる。また，これまでは産地自体の規模拡大には一定の限界もあったし，その一方では産地内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　■･での競争が繰り返果されていたといえよう。　　ト　　パ　‥づ　。

　だが地域林業の停滞の中にあって，集荷圏の拡大を伴った素材の集中か進行している今日では。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　ｊ　　　・すでに，産地市場の展開条件は必ずしも原料立地指向ヤけでは説明できなくなったばかりではな

く，新しい市場機能，すなわち，市場構造とのかかわりにおいてy産地市場の集中構造を明らかに

する必要性か出てきたといえよう（4）。またそのことが＞に場に対応する林業の方向性を規定すると

考えるからである。国産材素材の集中は，基本的には産地そのものか規模拡大を図ってゆく過程で

出来上っていったものである。しかし，その集中構造はいたって地域性を伴っており，高級品材種

の特化･原木集荷機能の強化･さらに製材工業の舛解促進を伴ないながら，また，小規模工場の再

生産を維持しながら進行しており，画一的にはその構造を規定,できない。

　西日本における素材の集中動向を市郡別にみると国産材素材入荷ｍ･S万m3以上の地域は,表１

の通り37地域となっている。純然たる産地（製材品の地区外出荷を目的とする）で，しかも国産材

産地として集中を辿っている約10万m3以上の地域を示ぜば，次のような地域が上げられる。まず，
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表１　西日本における国産材素材の集中地域　（年間８万�以上）
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　　注）　1. 1970年センサスと1960年センサスより。

　　　　　２．木表では必ずしも製材産地として集中を辿っている地域ばかりではなく，パルプエ場立地，チッ

　　　　　プエ場立地，さらに，広域面積による集中地域も含まれる。

真庭郡，津山市，益田市，福山市（以上中国地方），安芸郡，那賀郡，三好郡（四国地方），浮羽

郡，日田市，人吉市，球麿郡，都城市，日向市（九州地方）が西日本における国産材素材の集中地

域といえよう。この中でも，特に代表的な産地市場として日田地方か上げられる。日田地方は表に
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もみられるように年間254千m3の国産材素材の入荷をみて紅り産地市場としては西日本では最大の

規模を誇っている。そこで，本報告ではこの日田地方を対象に，産地市場の分析を通して素材集中

構造とその規定要因を明らかにしよう。なお，西日本における他地方の分析は順次継続する予定で

ある。

　注　1）これはひとり製材工業のみでなく，木材を原料とするパルプ工業においても，外材チップ依存まで

　　　　は同一の課題であったわけである。　ただノ勺レプ資本の場合は資本力による規模と，技術革新によっ

　　　　て，原料を針葉樹から広葉樹に転換するとともに35年前後からチップ工場を設立・系列化し，原木集

　　　　荷圏の拡大を図ること等によって，この問題を解決していった。なお,’こういった視点からの分析に

　　　　ついては村島由直「戦後木材加工資本の発展と木材市場」（塩谷勉・黒田迪夫編「林業の展開と山村

　　　　経済」，御茶の水書房1972年２月所収）に詳しい。

　注　2）原木市売市場の評価を巡っての研究は，松本謙蔵「産地市場における木材流通問題」林業経済，

　　　　No. 208, 1966,村島由直「木材流通について」林業経^, No. 208, 1966を参照。

　注　3）これについては，服部希信「林業経済研究」地球出版，昭和42年, p. 43～75参照。

　注　4）例えば，こうした視点からの分析は，川田勲「国産材産地市場の再編に関する研究」第84回日本林

　　　　学会大会講演Wi' 1973o

2.日田市場の特.徴

　本論文で対象とする日田地方は築後川の上流に位置し，日田林業を背景に，戦前期にすでに製材

工業は相当の展開をみていた。戦後も戦災復旧需要，き･らには日本経済の高度成長による木材需要

　　　　　　　　　　　　　　　表２　日田地方における製材用素材入荷ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千�

昭和22年
3
4
5
6
7

C
M

ｃ
<
i

o
j

e
-
＾

o
ｏ

28

29

0
1
4
5
6
9
0

3
3
3
3
3
3
4

41

42

43

44

45

46

素

一

合

-

　150

135

　144

　124

　182

　203

　220

　159

　167

　171

　187

　197

　198

　285

　281

　302

　329

　320

　318

　359

　366

材　　入　　荷　　旦

　計

-

(144)

（84）

（74）

（69）

（80）

（78）

（78）

（70）

（94）

（98）

（103）

( 99)

（？）

（124）

(116)

(128)

C138)

(141)

(144)

(141)

(138)

指

１
り
入

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一
1
5
2
5
？
5
4
7
6
8
6

注）

6
9
3
3
2
3

7
6
7
6
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
１

112

81

85

７
L
O

C
D

C
O

O
n

Ｃ
３

　
　
　
　
　
１

101

145

143

3
7
2
1
2
V
O

5
6
6
6
8
8

1
1
1
1
1
1

10

16

19

18

23

26

28

23

18

17

８
6
　
　
3
4
4
4
3
2
5
0
0

1
1
？
・
　
2
2
2
2
2
2
2
つ
ね

Ｉ。昭和21～31年・35年は大分県・大分県産業能率協会「日田市製材業産地診断

　勧告書」昭和39年２月より。なお，本資料の生産・から製材歩留70％で換算。

２．昭和34年は1760年センサス，以下は製材工場基礎調査。
３

（

）は製材工場数，指数は35年を100とする。
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の激増を背景に一段と発展をみせ，表２のような工場数の増大と素材の集中をみている。また階層

別工場数の動向を32年以降についてみると，階層構成に際立った変化はみられず，若干，中規模層

への集中が進んでいるものの，今日においても, 37.5 Kw以下の小規模需細層が80％近くを占め，

これらを主体とした市場構造を形成している（表３参照）。また素材の樹種別入荷動向をみると。

　　　　　　　　　　　　　表３　日田地方における階層別工場数の動向
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　　　　　　注）１．木表では参考工場は含まれない。
　　　　　　　　　２．昭和28年　佐藤敬二・宮島寛「日田の林業」昭和30年２月。
　　　　　　　　　　　昭和32年　林野庁調査課「地域木材資源と工業立地」（九州地方編）昭和35
　　　　　　　　　　　　　　　年３月。
　　　　　　　　　　　昭和33年　大分県農林水産統計表。
　　　　　　　　　　　昭和36年　林野庁林産課「産地における素材の生産構造及び流通構造に関す。
　　　　　　　　　　　　　　　る調査研究」昭和37年６月。　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　　昭和40～46年　製材工場基礎調査。

日田市場にも42年頃から，外材の導入かみられるようになったが，外材が60％を占める今日におい

ても，日田地方では表４のようにわずか25％に過ぎず，また国産材のうちスギが86％を占めてい

　　　　　　　　　　　表４　製材用素材の樹種別入荷量（昭和47年）

注) 1. c林省統計調査事務所日田情報出張所の資料より作成。

　　２．（　）％，ただし四捨五入のため必ずしも100％にならない。

　　３．ただし, 22.5 Kw m以下は30％の抽出工場。



　６　　　　　　　　　　高知大学学術研究報告　　第23巻’　社会科学　　第1号　　　　　　　　。

る。,いわば日田地方の素材の集中は国産材，特にスギを中心に集中しているという特徴をみること

ができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

　以上のように，国産材，特にスギで，中小規模層主体の市場構造といった意味では，日田市場の

性格は戦後基本的には変化はみられない。しかし，35 ・ 36年前後を境に日田産地市場は，大きな変

貌過程を辿ってきている。

　その第１は，郡部製材工場の後退，市部への新規製材工場の設立と，製材資本の性格変化であ

る。第２に，原木調達の立木購入から素材購入への転換と，原木市売市場等の素材の供給組織の確

立，第３に，外材等の影響による中央市場からの後退，などかあげIられる。さらに昭和40年以降，

特に製材工場の専門化，さらに大手を中心とした地区外からの原木集荷，さらに素材市売市場の集

荷圏の拡大といった動きか顕著になりつつある。そこで,/昭和35～6年を転期として発展してきた

日田市場を，35年以前とそれ以降の２つの時期に区別することかできる。以下その展開過程と現状

分析を通して市場構造の変貌と集中構造をみてみよう。

　　　　　　　　　　　　　　　3.昭和35年以前の日田市場の構造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・，　　1

　(1)製材資本の性格と原木調達　　　　　　　゛=　　　　　　●　　　　－　　　　。

　日田地方の製材工場は，戦後の復旧需要によって，著しく設立された，戦前は31工場に過ぎなか

ったものが昭和22年には144工場を数えたか，これらは丸鋸１台程度の需細なものであり，24・ 5

年の不況で転廃業を余儀なくされ，25年には69工場と半減する。しかし，25・6年の朝鮮動乱を契

機とした特需ブームは，再度製材工場の設立を増大させることになった。　いわぱ，25・6年以降

が，戦後日田地方か本格的に展開してゆく時期といえる'。

　このように，戦後一気に増大した製材工場は，日田地方では,'特に｢下駄製造業者が，戦後の好

景気で産をつくり，それを資本として製材業へ進出してきた(1)｣といわれている。さらに，これま

で製材工場の番頭などか独立したり，山林所有者か設立してゆくなど，また，戦後輸送手段の発達

と筏流しの後退の中で，筏師か製材業を始めたケースもかなりみられる。ともあれ，戦前から戦後

にかけての市場条件の変化の中で，諸々の資本が製材業に進出したわけである。　　　　　　'

　戦前，素材は築後川の上流，大山川，玖珠川を主体に,ﾌﾟ日田市の隈河岸まで管流され，そこで集

荷され製品あるいは素材のままで下流大川・久留米方面に流送あるいは船輸送されていた。また昭

和９年には久大線の開通をみるに至って，製品の場合かな･り貨車輸送か行なわれていた。しかし，

戦後，トラック輸送の発達は，徐々に筏・船輸送からトラ･ツク貨車輸送に変えていった。昭和28年

には夜明ダムの完成によって，長い間木材の主要な輸送ﾉ手段であった筑後川の筏流しは完全に杜絶

した。また一方，これまで管流しによって，日田の隈河岸に集荷されずいた素材は，林道の開設等

も手伝って，徐々にトラック輸送に切り換えられていった。

　こうした輸送条件に規定され，これまでは日田市のじかも比較的大手の業者にしか，製材業への

参入条件が与えられなかったか，戦後の輸送条件の変化は，小資本にも製材業への参入条件か与え

られることになった。

　特に当期の製材資本の特徴として注目されることはノ山林所有者の製材業への進出である。上記

のような輸送条件の変化の中で，山林所有者は，続々と製材工場を設立していった。　それは，戦

後，日田市内は勿論，郡部にもかなりの工場の設立をみていることからも明らかである。　また昭

和30年前後の当地方の製材工場は｢その８割程度が山林経営と製材業の兼営という形をとってい

る(2)｣と言われるところでもある。

　このような製材資本の性格に規定されて，原木調達は自己山林に依存する度合いか，階層によっ

ては比較的強かったのである。すなわち，当時の製材工場は伐採夫をかかえ手山生産を行なってお
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．り，昭和27年当時の原木調達先は，日田地方では，山林買付80％，国県有林８％，自己山林12％と

　なっている(3)。これは日田地方全体の割合であって，階層性をともなっている。とりわけ，大手製

丿材工場は山林買付，国・県有林依存を主体に原木調達を行なっており，立木購入の場合はいたっ

　て，上層階層に集中し，自己山林伐採は比較的小規模零細層によって行なわれていたと考えられ

　る。それは当時の立木取引形態からして，大山林所有者に結びつく大手の製材工場の場合は，古く

　からの信用と規模から比較的分割払が認められていたが，当時の零細工場にとっては，信用力もな

　いだけに，伐採に入る前に全額完納であり，それだけに資金力の弱い小規模工場にとっては山林買

　付はなかなか難しい問題であった。当時の小規模工場(20馬力程度)の原木仕入方法は(ｏ，

工 有林買入

公有林買入

己山林伐採

となっており，量的には明らかでないか，自己山林伐採Ｒﾆよる原木調達が一般的であったとみなけ

ればならない。

　以上のように，日田地方の製材資本は，手山生産を主体に，しかも，山林経営との結合という形

で展開しているか，一方，製材労働者は今日ほど専業的でなく農業兼業が支配的であった。このよ

うな資本・労働両面における農林業との結合が，当時における日田市場の構造的特徴としてあげら

れると同時に，製材資本の運動様式を規定していたといえよう。こうした山林経営との結合関係に

ある製材経営は，製品の市場価格が高まると製材活動が活発化し，立木購入依存を強める。逆に市

場価格が下ると自己山林依存にとどめる。つまり容易に生産縮少が可能なわけである。

　製材資本の性格とそれに規定された経営の有り方が，30年以降，全国的に中小零細工場が後退を

辿っていく中で，日田地方においては，比較的小規模零細工場が持続展開していった要因となって

いるといえよう。

　（2）製品の販売構造

　日田材は，戦前すでに「年々販路の伸出二依り益々多量ノ売捌ヲ見ル八日田材（豊後材）ノ需要

価値ヲ認識セ,ラレ………全国的ニ（5）」名声を博していたのであるが，中央にはほとんど出荷されて

おらず，九州圏内を中心に西日本一帯を主要な販売先としていた。

　戦後，中央における戦災復旧事業とそれにともなう需要増大を契機に，日田木材協同組合（以下

日田木協）を通じて，昭和24年頃から中央市場に出荷するようになった。それは「関東・関西地方

の大量需要を組合にて一括受注し，規格の統一と価格の安定を図り，また統制撤廃後は，地域にお

ける乱売防止等，組合員相互の団結（6）」を図るものであった。

　以後，日田市場は昭和30年代後半まで,冲央出荷を主体に展開してゆくことになる。

　昭和28年には中央出荷率は25％であったか，その後の木材価格高騰の波にのって順調な伸びを示

し，32年にはこれが50%, 35年には55％を占めるに至っている（表５参照）。

　このように，日田地方は戦後中央出荷を主体とした販売構造を形成していたのであるが，その出。

荷形態には，日田木協を通じての共同販売と，大手製材工場を中心とする直売の２つの形態があっ

た。当初，日田木協の共同販売事業が主体であったが，徐々に大手製材工場か，中央問屋と直接取

引するようになったのである。

　昭和26年の共同販売実績は, 144千石（40千m3）で，同年の当地方の製品出荷量が443千石(123

千m3）であるので，実に日田地方の製品出荷量の33％を占めており，日田木協の製品販売におけ

る共販の位置は非常に高かったといえよう。勿論この共販は中央出荷のみでなく，特需，市場出

荷，輸出，大口特需等を含んでおり，至って複雑な形態を取っていたのである。

　昭和26 ・27年当時の製品流通（販売）について「産地日田の流通機構は製造業者が卸商の行為を
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　表５　製材品の出荷先別出,荷割合の動向

注) 1. 33年は，林野庁調査課F地域木材資源と工業立地」（九州地方編）昭和35年
　　　　４月。

　　2. 35～42年は，堺正紘「日田林業」山村経済構造研究会　1971. llo
　　3. 46年は，日田木協調。

：％

兼業するものか多く，産地卸商としての機構は極めで弱めである。｡‥………日田木材協同組合か組織

体としての問屋機能の一部を果している(7,Jとしている。この製造業者の卸商行為は，個別企業の

直接中央問屋出荷を意味するものであって，産地の集荷問屋としての性格をもつものではない。む

しろ日田木協の集荷問屋としての機能を重視しなければならない。なぜならば，このことが日田地

方の販売面における中小製材工場の存立条件と大きくかかわってくるからである。

　戦後，全国的に著しい設立をみた製材工場は中央消費市場と結びつく形で展開していったのであ

り，またその結合形態は多様ではあったが，基本的には消費地問屋の前渡金によって支配され，ま

た結合されていた。一般に中央市場と結びついた産地においては，中小零細な製材工場は，後述す

る隣接の中津・下毛産地にみられるように，資金枯渇を余儀なくされ後退をしていった。

　ところで，前述の日田木協の共販についてみると「製品の販売先についてみると，工場数では組

合共販を通じて販売するものか最も多くなっている。 。’･････特に30�未満の階層になると組合共販，

九州地区販売及び九州地区市売出荷という組合（筆者注…場合）が多くなっている(8)Jさらに「規

模が大きくなるに従って組合共販の割合は少なく（9J）なっており，共販の利用工場はいたって階層

性を伴なっている。いわば当時の共販出荷は基本的には中小規模層に対応していたのである。

　このことは，量的にはともかく，少量出荷を受け入れる市売市場がさほど発達しておらず，一般

に販売力が弱い中小零細工場が中央市場に対応できたということ，さらに，中央問屋の不等な中間

搾取を許さず，それなりに有利に販売できたことを意味し･ており，日田木協の共販を通じての販売

市場の拡大と販売力の強化は，当期における日田産地市場の大きな展開条件となっていたといえよ

つｏ

注
注
注
注
注
注
注
注
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３
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6
7

黒田迪夫「日田林業発連史」林業発達史資料，第6S号，昭和32年. p. 59o

志村賢男「北九州における輸入材の需給構造とその将来丿九州経済調査協会, 1962年12, p. 23o

大分県経済部商工課・日田市役所産業課「日田木工産地診断資料」昭和27年10月。

前掲「日田木工産地診断資料」昭和27年10月６

日田郡木竹商同業組合，昭和11年業務成績・日田木協資料。

林野庁林産課「製材品の共同出荷事業等の優良事例集」昭和46年３月, p. 127o

前掲「日田木工産地診断資料」昭和27年10月。

8）･9）林野庁林産課「産地における素材の生産構造及び流通構造に関する調査研究」昭和37年６月，

　p. 262, p. 269,,
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　　　　　　　　　　　　　　4.市場構造の変貌と実態

　（1）製材工場の展開と構造変化

　日田地方の製材工場はすでにみたように，ジグザグ過程を径ながらも，全体的には増大の一途を

辿っている。しかし，内的にはかなりの構造変化を伴って今日に至っている。

　戦後著しく設立された山元製材工場（郡部工場）は後退の一途を辿り，昭和30年には22工場立地

していたものが，46年には13工場に減少している。一方,日田市内では30年の92工場が46年には125

工場と著しい増大を示しており，日田地方の製材工場の増大は市内への立地集中という形で展開し

てきたといえる。

　このことは単に山元立地の有利性を失うということを意味するのではなく，日田市場の構造変化

の中で，35年以前の日田地方における製材資本の特徴であった山林経営との兼業とそれとの結合

　（製材資本＝山林所有＝自己山林伐採）という構造が崩れたことを意味する。すなわち，製材資本

の原木調達構造の変化，具体的には日田地方における立木買の後退と原木市売市場の発展，それに

伴う自己山林伐採の消滅である。後述するように，日田地方では日田市内を中心に30年代後半から

著しい市売市場の発展をみている。また製材資本も立木買から素材買，さ･らに市売依存へと原木手･

当を転換している。

　このことは製材業への参入条件のみならず製材資本・経営の性格も大きく変ってきたことを意味

する。すなわち，これまで「原木高の製品安」といった価格構造と立木購入といった原木手当の中

で，原木調達面で製材業への参入条件が比較的制約されていたものが，市売市場の台頭によって，

資金的余裕があれば誰でも進出出来るようになった。一方，山林所有との結合といった製材資本の

メリットは喪失するとと共に，特に郡部に立地する製材資本にとっては，立地的条件からして原木

調達面においてむしろ不利な関係となってきたといえる。　こうして35年以降，製材工場での従事

者，また素材業者等の各種の資本が製材業に進出してきたのである。

　このような変化の中で製材資本・経営の性格も大きく変ってきている。というのも，立木買を主

体とした段階において，製材資本は売買を利用した投機的な面が強く，いたって商業資本的性格も

強く，またそれは手山生産であっただけに経営的には素材資本的性格も非常に強かったといえる。

しかし，36年以降の木材価格の相対的低下，また原木市売市場の発展，森林組合の林産事業の発展

と共販の確立等の諸条件は，立木市場の投機性を薄くし，さらに，市売依存強化の中で，伐出過程

を徐々に切り離してきた製材資本の性格を，加工資本へと純化させていったといえる。

　また，いかに小規模零細工場が支配的で，家族労作的性格が強いとはいえ，雇用労働力も徐々に

専業化しており，経営規模の縮少も容易には出来にくくなっている。こうした労働力の性格の変化

が，加工資本への純化を一層助長しているといえよう。

　すなわち，今日の製材経営の課題は，原木をいかに安く購入し，まだ製品をいかに高く販売する

　　　　　　　　　　　　　表６　日田地方における製材工場の経営指標‘

１　工　場
当　　　り
生　産　性

労　　　働

生　産　性

１　人　当
り　　　の
馬　力　数

従業員１人当りの年間
生産高 機械投資効率

大　工　場 小工場 大　工　場 小工場

日　　　田

全　　　国

　　　�

2,893.7

2,234.3

　　�

252.6

211.8

　仔）
4.1

5.3

　千円
5,782

　　6，

　　　　千円
　　6,478

D59

4.3
回’1　　

4.1

回

　　4.0

注）１．大分県中小企業総合指導所「日田地区製材業業界診断報告轡」昭和47年３月. p. 22～23．

　　2.これらは128工場を対象とするが，従業員１人当りの年間生産高においては，大規模工場（50仔）

　　　以上・平均93. 2/?) 14工場，小規模工場(49iP以下・平均35. 3ff) 12工場の調査から計算された。
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か，ということが重要な課題であることはいうまでもないことであるか，生産過程においていかに

生産性を高めるか，またいかに資本の回転を早めるかということにある。このような視点から，製

材工場は市売依存強化の中で，専門化が進行している。特に日田地方では後述のように市売依存率

の高い小規模工場ほど専門化か進んでおり，機械投資効率レまた労働生産性とも高くなっている。

表６は昭知47年調査の結果であるか，表からも明らかなよ釦こ日田地方では中小工場ほど経営的に

はむしろ有利に展開しており，このことが日田地方｡の製材工場が急速な規模拡大をみていない，ま

た小規模工場が再生産されている大きな要因となっている。

　（2）立木買の後退と市売依存の強化

　日田地方の35年以前の原木入手構造は基本的には立木手当を主体とした構造であったといえる。

昭和36年時点においても60％か立木買である。とごろか√との立木購入も，労働力流出，立木価格

の高騰，さらに原木市売市場の発展といった中で，徐々に後退し，42年には，逆に60％が素材買と

なっている。全国平均に比べると，外材の入荷率か低いだけ,に比較的に立木購入比率か高いか，特

に40年以降，急速に後退し，47年にはわずか21％を占めるに過ぎなくなった（表７参照）。

出力階層

　Kw

7.5～22.5

22.5～37.5

　37.5～75.0

　75.0以上

合　　　計

表７　日田地方における製材用素材の入手方法　（昭和47年）

　　工

-一

合　　計

-

　17

29

36

　3

85

　場
一一

市売依
存工場

16 (13)

28（13）

34 (15)

2（1）

80（42）

数

　
購
場

　
木
工

　
立
入

―

１

７

（1）

（2）

9（6）

2（2）

20（11）

合　　計

３
５
４
り
５
ｊ
ｏ
ｊ
２
ｊ

　
’
Ｏ
　
°
Ｏ
　
°
０
　
、
゛
Ｏ
　
’
0

2
0
7
0
3
0
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0
0
0

2
1
5
1
4
1
2
1
5
1

　
ぐ
　
ぐ
Ｉ
Ｃ
　
ぐ
２
ぐ

-

立木買

1｡5

(6.7)

　5.8

(10.1)

(6㈹

(2問

1

１

手

　－　－

(3勺

(oｙ

(潤

(1勺

単位：千�

一

先

　計

-

　20.8

(93. 3)

　49.7
(86. 6)

　117.8

(82. 1)

５
ｊ
　
’
０
０

７
　
’

　
　
７

　
　
２

　
　
ぐ

195.

(78.3

(89
男

(8
㈹

(㈹

(27

y

(
円

　　注）１．談林省統計調査事務所日田情報出張所の資料より,作成。

　　　　２．木表では外材専門工場は含まれない。　　　　’｀

　　　　３．「工場数」の（　）は市売依存工場では100％市売依存工乱立木購入工場では50％以上立木鵬
　　　　　入工場。

　　　　４．入先先の（　）は％。　　　　　　　　　　lj　｡

　　　　５．なお, 7.5～22,5 Kw ISは30％抽出工場である。

　このような立木買の後退は，立木購入に多額の資金を投入し，しかも資本回転か遅い伐出生産を

行ない金利を負担するより，素材を購入する方がより有利だからである。さらに特にこれまで製材

工場は，価格上昇が一貫して続いていたため，利益の主要な源泉か期間価格差益であったという面

が強かった。それだけに製材資本の性格も前述のように，商業資本的性格をもっていたといえる。

ところが36年以降の外材輸入の増大に伴って，価格上昇か相対的に低下しており，また労賃高騰，

山村からの労働力流出による労働力不足と相まって，素材生産過程で十分な利潤を得るだけの規模

をもたない製材工場にとっては立木購入のメリットがなくなったことなどかその理由として考えら

れる。

　こうした製材資本の立木買のメリット喪失と同時に，一方，森林組合の林産事業の進展，さらに

は大規模森林所有者の一貫経営化による素材生産等といったよ‘うに新たな素材生産の展開がみられ

るようになった。森林組合の素材生産ｎを日田市森林組合についてみると，昭和35年には3,130m3

に過ぎなかったが，40年には19,500m', 45年には38,664msと著しい増大を示している。このよう
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に日田地方においては，日田市森林組合に限らず，郡部の森林組合においても，林構事業等を契機

にかなりの伸びをみせており，中小山林所有者を主たる対象として，地域林業の担い手として大き

く台頭してきている。一方，山林所有者の素材生産についてみ'ると，日田林業を代表する林業地で

あり，大山林所有者の支配的な上津江村では，森林所有者による伐採生産が40％(1)近くを占めて

いると言われており，林業生産の総過程が山林所有者によって把握されている。

　　こうして製材資本は，製材経営の一貫としてこれまで重要な位置を占めていた伐出過程を切り離

　していった。前表７からも明らかなように，立木購入量は全体の21％であったが，そのうち50％以

　上立木買に依存する工場はわずか11工場にすぎない。また立木購入量の86％を37.5 kw層以上で占

　めており，立木買は比較的上層の一部の工場で行なわれていることか指摘できよう。このような製･

　材資本の原木調達構造の変化の中で，製材用原木供給組織である原木市売市場が著しい発展を示

　し，これが，製材工場の素材買への転換を一層助長するとともに，当地方の製材工業の原木調達構

　造を特徴的なものにしている。具体的に日田地方の原木入手方法別入手量をみ･ると，昭和42年には

　すでに市売依存率53％を占め，市売主体の入手構造が出来上っていたが，その後も市売市場の発

　展，道路交通機関の整備充実と相まって，日田地区内の市売市場のみでなく，日田地方を中心に立

。地する市売市場依存によって，今日では71％をこれに依存している(前表フ参照)。
　　市売依存工場についてみると, 94%の工場が市売依存で，うち100％市売依存の工場は，実に

　49.4%を占めている。木表では22.5KW層以下の零細工場は17工場にすぎないが，実際には54工場

　(46年)が存在しており，小規模工場ほど市売依存率が高いことを考えれば，日田地方全体での市

　売依存率はもっと高くなるといえる。

　　以上のように，日田地方では立木買の後退＝市売依存の強化といった形で展開している。逆にい

　えば，日田地区内の素材の集中は，日田地区内の原木市売市場をテコとして，また一部大手製材工

　場の地区外原木市売依存の強化といった形で展開しているといえる。これについては，５で述べる

　ので，次に製品生産と販売構造の変貌と実態についてみておこう。

　（3）製材工場の専門化と市場の組織化

　日田地方の製材工場は立木買一素材買＝市売依存の強化といった過程で専門化が著しく進んでい

る。前述の様に当地方は，中小零細層を主体とした市場構造を形成している。立木購入を主体にし
かも規模が大きくなるにしたがって製品生産も多様化するが，小規模階層になるほど専門化が進ん

でいる。特に選択的購入可能な市売依存と生産性向上，経営合理化過程で，スギ専門，ヒノキ専

門，さらに同樹種でも大・中・小丸太，曲物・間物といった樹種・径級による専門化とそれに対応
　J3　｀/･’I一二|-wl〃　w- -

した製品生産の専門化か進んでいる。製材工場の専門化の度合は，原木入手過程ですでに明らかで

ある。昭和44年時点における日田素材買方組合の調査から，各個別企業の素材入荷量に対する材
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’‥‘“”‘４－ヽ－ヽ，り-r一泊,｡４びＪ-ao　HLJ'H ■｡　|｀”Jjl･･’-’-”－　　－　一

種・径級別集中度をみたのか表８である。表は主として市売市場から素材を購入している工場に対

するものであって，「不明」の工場は記載もれか，立木購入を主体としていることを意味する。特

に37.5 Kw層以上の「不明」工場は立木購入を行なっている工場とみてよい。　ともあれ，本表か

らも明らかなように, 123工場のうち，60％の工場か特定材種に集中しており，かなり径級別専門

化が進んでいることがうかがえる。これを階層的にみると，大規模階層になるほど大中丸太を主体

に，一方小規模階層では杉小丸太・タルキさらに曲物・間物等に集中する傾向が強い。このような

原木に規定され，製品生産の専門化もかなり進んでいる。製品の場合は，いわゆ｡る特殊商品専門化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　--　　　　■　Lﾐい●　　t　l.？
'^-^^l"'~/ﾝU/｀4一一'1-J･--~---.－　　＿.

と，一般建築用材に分けられるが，建築用材の中でも，板専門，間物，柱，タルキ等といったよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀ﾆ　｀　二一犬‘　｀万″万Lみ●t rﾌｺ1―LA八'IL，

に種々雑多の形で進んでいる。特殊商品生産として，近年日田地方では，ダンネジ，造船用材等が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　■●　－　　●ψ　i　●_L●゛'●‘乙'″ly一'/　‾yy　゛w

かなり行なわれている。ダッネジ生産は昭和39年頃から始められたもので，これは｢スギ，ヒノキ

の小径木で製材した角物で，鉄鋼，機械，雑貨物を主に貿易船の船積する場合陣木または荷と荷の
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　　表８　製材工場の原木入手における材種別集中度

出　　　力
階　　　眉

　　　　Kw

工　場　数

合　　　叶

70％以上の集中工場

そ　の　他 不　　明
桧土合･中丸太
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37.5～75.0

　75､O以上
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日田素材買方協同組合の資料より作成（昭和44年）。
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間に使用する‘2）」ための7.3 cm～8.7cmの角製品で３～４ｍの長さのものである。最近では日田

がダンネジ生産の重要な産地となっており，ダンネジ製材品の販売ルートを独占していることもあ

って，小丸太素材価格が日田において特に高くなってい,る。現在j　ダンネジ生産工場は５工場ある

といわれている。また造船用材は，日田地方では大手の数工場によって，しかもこれはかなりの大

径材を要するため，造船用材工場のほとんどは立木購入を主体に国有林等から原木手当を行なって

いる。

　一方，一般建築用材の中でも製品による専門化が進んでいるが，間物で板を専門に製材している

Ｗ製材工場は，昭和28年に製材工場を設立し，当初は立木購入によって原木手当を行なっていた

が，市売依存強化に伴って，間物専門工場に切り換えた。現在出力数60 Kw で国産材，特にスギ

を専門に挽いている。日田地方では平均より若干大手の部類に入るが，専門化の理由は，①色々な

物を挽くと「はんぱ物」が出る。さらに　②専門化によって生産性が高く能率的である。このほか

③トラック等への荷積問題，④製材品の品質向上，製品価格の問題等，をあげているか，このこと

は当工場に限ったことではなく，日田地方一般の製材工場専門化の理由といえる。

　以上のように，製材工場は多様な形で専門化を進めてきているが，一方，日田地方では木材関連

企業も著しい発展を示している。木材関連企業としては日田家具工業の発展は近年特に目覚しい

が，しかし，この家具工業の木材原料は主として南洋材の広葉樹（例えばフィリッピンのタウン）

さらに国産材広葉樹ということもあって，日田地方の製材工業とは現段階では余り結びつきがな

い。製材工業とのかかわりにおいて重要な意味をもづのは，製材工場の廃材利用，あるいは第２次

加工業である。現在，日田地方では，カマボコ板製造業（５工場），木履製造業（７名）そのほ

か，パネル生産業者（７名），製函，桶製造業ぐ名）などの零細ながらも，木材加工業が著しく

発展している。そうして，今日では日田地方の木材加工業は奈良県の桜井，さらには最近素材の著

しい集中を辿っている岡山県の勝山地方にみられるように，各種専門化した製材工場と，廃材利用

加工業との相互補完関係のもとで，展開しており，ごのことが木材の高度，合理的利用と，経営合

理化の役割を果している。

　ともあれ，このような製材工場の専門化とそれに伴う製品の異質性は，経営構造は勿論，原木素

材の径級・材質の違いをもたらし，地区内における原木入手の競合の緩和，また生産性の向上，製

品の向上といった生産過程における大きなメリットをも･つ。さらに，製品販売においても，今日の

大量需要，大ｍ流通に対応しており，一定の流通の合理化，販売促進に役立っている。
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表９　製品（スギ正角）の市場別価格の動向　（毎年９月価格）
単位：円

�当りの製品（スギ正角）価格 日田市との価格差

東　　　京 大　　　阪 日　田　市 東　　　京
大　　　阪

昭和36年

　　37年

　　38年

　　39年

　　40年

　　41年

　　42年

　　43年

23,200

　21,200

　21,300

　21,200

　21,200

　23,300

　27,000

　27,000

22,000

20,000

19,500

19,000

18,500

21,000

25,000

26,000

18,360

18,000

18,300

18,000

18,500

21,500

24,500

26,000

十4,840

十3,200

十3,000

十3,200

十2,700

十1,800

十2,500

十1,000

十3,640

十2,000

十1,200

十1,000

　　　0

－　500

十　500

　　　0

１。木材市況月報。

２．東京・大阪は「店先渡価格」日田市は「発駅ホーム渡」。

1ろ

　（4）中央市場からの後退と九州市場の確立

　製材品の販売についてみると，すでにみたように，昭和35年には中央出荷が55％を占めていたの

であるが，昭和36年以降の全国的外材輸入の増大に伴って，日田材は中央市場からの後退を余儀な

くされ，39年には23%,さらに42年にはわずか９％を占めるに過ぎなくなった（前表５参照）。

　特に日田地方はスギ材を主体にしており，米ッガ等の外材と直接的に競合することになり，その

影響は大きかった。すなわ･ち，外材輸入の増大は国産材価格の相対的低下と価格の全国的均等化を

もたらすことになった。例えば，スギ正角の価格についてみると，表９のように，36年には中央市

場と日田市の間に3,500～5,000円/ｍの価格差がみられたか，43年にはほとんどなくなっている。

こうした価格差の減少は消費市場から遠く離れ運賃負担力の弱い木材商品だけに，中央出荷を困難

にする。このため遠隔地産地としての日田地方の後退は言うまでもないことであるが，特に全国的

市場からみれば日F日材は下級材（仮設材）としてこれまで位置づけられており，運賃負担力が弱い

だけに，いち早く中央からの後退を余儀なくされていったといえよう。

　中央から後退する一方,一地方消費市場の需要増大に伴って九州を主要な販売市場とするようにな

表10　日田地方における製材品の出荷先別出荷量
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―
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O

福岡県

-

　410

　718

　198

1,326

４
７
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り
ｉ
り
ｌ
ｎ
Ｍ
／
4
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a
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O

―Ｏ
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l

Ｃ
Ｔ
'

-
^

t
o

只
り
ｚ
Ｍ
ｖ
4
9

　
1
　
　
2

1
0
1
0
4

ｒ
o

9
9
9
7

1
<
-
o

l
O

り
乙
1
7
0

1
0
1
m

　
　
　
―
　
　
―

比

率

22.5～37.5

37.5～75.0

75.0　以　上

0
0
0
0

0
0
0
0

－
１
１
１

計

-

　854

1,424

　435

2,713

-

96.2

86.8

82.7

88.8

19.4

15.0

19.2

17.0

46.2

43.8

37.6

43.4

21.4

17.7

17.5

18.8

9.゛2

10.3

8.4

9.7

13.2

17.3

11.2

1.4

6.2

3.2

4.3

116

　74

212

-

2.5

7.1

14.1

　6.9

注）」。九州農政局大分統計隋報事務所日田出張所の資料より作成。
　　2. 22.5KwJl以下については資料の関係上，掲上していないか，傾向としては22.5～37. 5 Kw層

　　　に類似している。
３

４

（　）は出荷工場数。

なお，比率は四捨五入のため必ずしも100％にならない。
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った。現在（47年）では，製品出荷量の88％は九州圏内となっている。九州地方でも特に九州最大

の消費都市であり，日田市からわずか60～70 km の距離にある福岡県への出荷が著しく増大し，35

年にはわずか10％に過ぎなかったか，今日では43％を占め,るに至っている。福岡県への出荷は，小

規模階層ほど高い出荷率を示している（表10）。

　福岡県は，福岡市と北九州市の２大都市を中心に，大消費市場を形ましている。福岡市は九州随

一の商業都市として，北九州市は日本四大工業地帯のふつにあたり｡両市場の経済構造は，機能的

には大きく違っているが，都市化による人口集中と住宅需要の増大に伴って製品の需要は順調に伸

びている。特に近年福岡県でも都市圏の木材需要の仲びは著しい（3）。

　外材による中央市場からの後退と，一方，このような地方消費市場の拡大の中にあって，日田材

は日田産地市場の「先発産地としての優位性（ｏ）から九州市場における主産地としての地位を確保

しえたのである。しかしながら，単なる地方消費市場（特に福岡市場）の需要増大か，中央市場か

ら後退した日田材の販売市場化を許したのではない。そとには日田産地市場と福岡市場を結ぶ流通

機構，すなわち日田地区の製品出荷構造と福岡市場の需要構造（流通構造）が，マッチしていたこ

とをあげなければならない。福岡県には43年現在43の木材市売市場（直需センターを含む）があ

り，これは全国でも最大の数である。うち27の市売市場か製品を取扱っている。市売市場は，福岡

都市圏（福岡市及びその周辺）と北九州市に集中しており，こ･れらか国産材製品の流通主体となっ

ている。市売市場は取引形態からしても，また金融機能の面においても，小規模零細出荷者にとっ

て都合の良い組織である。「こうした需要構造（流通機構）をもつ福岡市場に対して，日田地区の製

材工場は小規模零細性を特徴としており，このことか，福岡市場の増大とともに，産地日田市場と

消費地福岡市場を結びつけた要因といえよう。

　また，このような中央市場からの後退と福岡市場への販売強化過程で，産地製材資本が福岡都市

圏に販売小売店を設けるなど積極的に消費地市場に進出している。その中でも注目されるのは，日

田地方の業者が主体で福岡市に隣接し福岡市のベッドタウンとして著しい住宅建設が進んでいる

大野城市に大工・工務店のいわゆる直需者を対象とした直需者センターを設立していることであ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゛

　当センターは産地製材業者19名（地域別内訳，日田地方15名，吉＃２名，福岡都市圏２名）で昭

和40年10月に設立したもので，年商６億円でセンターとしては規模は小さいが，「マンモス小売・

スーパー販売」として着実に伸びをみている。当センターは当初付売を目的として設立したのであ

るが，需要者の要求（月に一度顔を合わす・情報交換）により，またセンターとしても残り材を処

分するために月１回市売（入札）を行なっている。

　当センターの年間取扱量の70％は，株主工場出荷で占めている。株主出荷の場合は委託，他はす

べて買取りを行なっている。すなわち，株主工場の製品を有利に販売するために，他の工場から必

要材を仕入れて需要者の要求に応じようというもので，産地製材工場の共同販売機関的性格か強

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，”。

　ともあれ，これまでの市売あるいは問屋に対する委託販売から，産地製材資本が生産から製品の

最終流通過程までを担い，しかも共同販売といった販売動向は，流通段階の短縮・大型化をもたら

し，また，このことは産地製材資本が，積極的に販売過程に乗り出してきたことを意味し，国産材

産地製材の新しい対応形態として注目される。

　福岡市場に直結し，このような流通構造を反映して／自田地区の製品販売先は中央出荷がかなり

行なわれていた昭和39年には，木材販売業者（木材間屋）が主体で，これが52％を占めていたが，

現在では40.9%に後退し，これにかわって小規模層を中心に市売市場への出荷か著しく増大してい

る。
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　以上のように，距離，市場規模，市場構造等との関係から，福岡市場を主要な販売市場としなが

らも，長崎，熊本方面にもかなり出荷されているが，ここ２～３年の動きの中で，鹿児島県への出

荷がみられるようになっ･た。　これは，日田市の大手製材工場６社で，親和木材販売ＫＫ（昭和46

年設立）を設立し，鹿児島市の木材問屋（２社）とタイアップして共同出荷という形で市場開拓を

行なったものである。当初は共同受注の共同出荷といった形態をとっていたか，徐々に個別工場が

直接この問屋と取引するようになり，現在では共同出荷の意味はうすれている。しかし鹿児島に出

荷するということは，日田市場の販売構造を理解する上で重要な意味をもっている。すなわち，こ

れまで鹿児島県は，スギの産地としてむしろ中央にもかなり出荷が行なわれており，現在において

も産地市場としての性格は変っていない。このように産地市場に日田材が進出するということは，

日田市場の販売力を示すとともに･，いわば，日田材の産地市場への割込みが始まったということを

意味する。

　一方，一蔀の大規模工場では依然と中央出荷を行なっている。中央出荷の場合は誰にでもできる

ものではなく，東京，京阪地方の市場状態に明るい永年の取引経験を有する者に限られているので

ある。そのため，中央出荷の場合には多分に個別製材工場の規模とその歴史性，信用度等に規定さ

れている。また日田地方の中央出荷で注目されることは，前述の日田木協を通じての共同販売であ

る’。今日では，製材品の均質大量化の要請に対応し，大型流通による流通費の節減，販路の拡大

等，流通の合理化・組織の整備強化を目的に中央出荷を主体に共同販売を行なっているが，共同出

荷量は昭和42年の17千m3が，45年には12干m3と，む｡しろ減少化にある。

　これまでは共同出荷の場合は，すでにみたよう｡に，中小零細層を中心に，材質にかかわりなく，

中央に出荷していたのである。だか中央出荷からの後退と，中小工場の福岡都市圏との結合の強化

に伴い，今日では，日田地方では比較的大手の30工場によって，また製品は，‘運賃負担力の強い良

質材が主体となっている。このように，これまで日田市場の販売を大きく規定し，展開条件となっ

ｔいた日田木協共販は，相対的にも絶対的にもその位置を低下させているとともに，その販売構造

も大きく変貌過程を辿って今日に至っている。

　昨　1）堺正紘「日田林業」山村経済構造研究会1970, 11, p. 4oしかし，これは積極的意味での一貴生産

　　　　化ではなく，製材資本か素材生産過程を切り離していったにもかかわらず，その後，それを担う素材

　　　　資本の展開が，森林組合を除いては余りみられず，山林所有者か自から伐採生産をしなければならな

　　　　くなってきたためであるjさらに，山林経営そのものか，労働力不足が進行しているなかで，困難と

　　　　なってきており，これまでのような農山村の余剰労働力を簡単に吸収することかできず，林業労働者。

　　　　の通年雇用化の必要性にせまられてきている。このような労働力調達条件の変化を背景として，これ

　　　　まで製材資本に立木売していた山林所有者は，一貫生産化を余儀なくされ，素材生産過程にとりくん

　　　　でいるというのか実情である。

　注　2）林野庁経済課「間伐材の生産および需給に関する,調査研究」昭和46年３月, p. 257<,

　注　3）福岡都市圏の木材（建築用）需要量は，昭和44年時点で，40～45万�と推定されているが，48年度

　　　　の我々の調査，福岡県林務部「福岡都市圏における建築用木材の流通実態と価格形成に関する調査」

　　　　昭和49年３月によれば約70万�で実に55％の伸びをみせている。

　注　4）｡前掲「日田林業」1970. 11. p. 4o

　　　　　　　　　　　　　5,･　集荷圏の拡大と産地市場間競争の激化

バ1）原木市売市場の発達と集荷圏の拡大

　日田地方における今日の製材工場の原木入手構造を特徴的なものにしているのは，市売依存の強

化ということである。このことは一方では，日田地方における原木市売市場の発展状況を示すもの

であると同時に素材の流通構造の大きな特徴となっている。

　・日田地方の市売市場は大分県森連日田共販所（昭和31年２月に設立）をはじめとしてその後，33
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年（１市場) , 36年（３市場) , 41年（１市場) , 42年（１市場）と相次いで設立され，現在８市

場があり，市売市場の集中度は非常に高い。このように，30年代後半に著しい設立をみ，40年以降

も市売市場の増大も手伝って，表11にみるように取扱量は増大の一途を辿っている。

表11　日田地区における原木市売市場の取扱ｍの推移
単位＝千�

市　　場　　名 設立年月日 昭和40年 41　年 42　年 43　年 44　年 45　年 46　年 47　年

共

販

市

場

県森連共販 31年１月
33.9

(100) 21.8（94） (ヅ 22.2
（65） 　17.7( 52) 　18.7( 55)

24.4
（72）

27.2
（80）

日田郡市共販 41年６月
24.1 26.7 ■28.5 39.0 47.2 55.3 53.7

大山町共販 42年２月
. 2.3 6.3 9.2 11.1 17.5 14.5

小　　　計
33.9
(100) 45.9(135) 48.0(142) (昌

66.9
(197)

　77.0

(227)
97.2
(287) 95.4(281)

一

般

市

場

日田木材市場 33年11月
14.0

(100)

12.6
（90） 13.7
（98）

10.5（75） 11.0
（79）

12.1
（86）

13.1
（94） 16.7(119)

日田木協市場 34年２月
　16.9
(100)

15.2
（90） 18.7

(出) (1摺 22.7(134) 　21.1(125)
23.3(138) 24.9(147)

九州木材市場 36年５月
　8.1
(100) 　8.0（99） 　8.4(104)

　8.2(101) 11.7(144)
　14.0
(173) 13.9

(172) (渥

中央木材市場 36年７月
　36.0

(100) 29.3（81） 33.7（94） (混 35.0（97） 38.2
(106)

42.2(117) 56.2(156)

南部木材市場 36年８月
　6.7
(100) 　5.5（82） （諮 (邸

　　7.3

(109) 　8.1C121)

　　6.7

・（100） (混

小　　　計
81.7
(100) 70.6
（86）

80.1
（98）

79.0
（97）

87.7
(107)

93.5
(114) 99.2(121)

1,278
(156)

合　　　　　計
115.6
(100)

116.5
(101) 128.1(111)

136.0
(118)

154.6
(134)

170.5
(147)

196.4
(170) 雨

　　注）１．日田素材買方組合の資料による。
　　　　２．（　）内は40年を100とした指数。

　日田地方におけるこうした市売市場の発展は，先に述べた製材工場の立木買の後退を基本的条件

として，市売市場を中心とした原木の出荷，需要構造か市売の制度的機能とマッチしていたことが

あげられる。

　すなわち，日田地方の製材工場の原木需要構造は，小規模零細企業か支配的で小・需要を基本構

造としており，そのため心要なとき，必要な材が，必要なだけ購入できる原木市売市場は，こう‘し

た需要構造をもつ製材工場にとってはまことに都合のよい原木入手機関であるといえる。このよう

な結合関係にあるだけに，製材工場と原木市売市場とは相互依存関係でもって拡大発展してきたと

いえよう。

　一方，市売市場への出荷構造をみると，森林組合共販所を除いては各市場とも素材業者が主体と

なっているが，日田地方の素材業者は，土地所有（IJの性格に規定され，一般に小規模零細業者か

支配的で，それだけに市売出荷を支える素材業者は既して少ｌ出荷である。原木市売市場はこうし

た少量供給を受け入れる体制を機能的に備えている。　さらに小規模素材業者は一般に資金力に乏

しく市中銀行から借入れることはなかなか難しい。それだけに市売の前渡金を中心とする金融機能

は，これら小規模業者にとって重要な意味をもっている。
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　このように，市売制度のもつ機能と需要・出荷構造か結びついていたことが市売発展の大きな要

因となっている。そういう意味では日田林業の特性と日田産地市場の性格が，市売発展の大きな要

因となっているといえよう。

　以上のような背景のもとで，市売市場は著しい発展を示してきたのであるが，市売市場の中でも

40年以降著しい伸びを示してきているのか，日田市森林組合を中心とした共販市場である。昭和42

年に日田郡市共販市場と，大山町共販市場の設立をみるに至って，以後順調な伸びを示し，46年に

は一般市場（｀5市場）に肩をならべるほどの取扱量を示している。特に森林組合共販市場は森林組

合林産事業の拡大に対応して伸びてきたもので，系統出荷を中心に地区内を主体に集荷している。

森林組合は，資金の融資，また受託生産を通じて，森林所有者をがっちり把握しており，このこと

が地区内集荷の強みとなっている。当初，一般業者の間隙をぬって間伐材あるいは中小山林所有者

を対象としていたか，労働力不足下にあって，豊富な労務班員をかかえる森林組合は，大山林所有

者もつかまえていきつつある。

　一方，一般市場においては，これまで豊富に存在していた素材業者をバックに，地区内を主要な

集荷先としていたが，森林組合の台頭，素材業者の後退といったなかで，徐々比地区外からの集荷

を強めてきた。表12にみるように，昭和46年においては共販市場では76％が地区内集荷であるのに

対して，一般市場では逆に68％を地区外・県外から集荷している。地区外，特に県外の場合は，九

州の宮崎，福岡，熊本を主要な集荷先としながらも，最近では中国，四国地方からもかなり入って

　　　　　　　　　　　表12　日田地区における原木市売市場の集荷先別集荷割合

昭　和　46　年 ゛昭　和　4'2　年

素材集荷ｍ
地区内

（日田市郡）
県内地区外 県　　外 地区内 県内地区外 県　　外

共ｌ
県森連共販

日田郡市共販

大山町共販

小　　　　　計

　千�

24.4

55.3

17.5

97.2

　％

31

90

90

76

　％

69

9

9

24

　％
－

　１

　１

　０

　％

　20

100

　％

60

－

　％

20

－

w九

般

市

場

中央木材市場

九州木材市場

日田木材市場

南部木材市場

日田木協市場

小　　　　　計

42.2

13.9

13.1

　6.7

23.3

99.2

26

　8

43

50

43

31

31

38

17

21

　9

24

43

54

40

29

48

44

50

60

　　6

70

70

　　30

3

　　20

　　　　’3

　　20

　　40

0

　　10

）

合　　　　　　　計 196.4 53 24 23.

注）１．大分県日田農林事務所調。　。
　　2. 42年は，林野庁「大規模林業の経営動向に関する調査研究」（九州地域）昭和44年３月より。

いる。特に日田地方は小丸太か高値を呼び‘2'，県外の業者がかなり出荷している(3Jわけであるか，

中には県外の市売市場から購入した材を日田の市売市場に出荷するケースもみられるという。その

ため，日田市場では，スギ材の中では，小丸太の集中か著しい。以上のように，日田地方では市売

市場の著しい発展をみており，これをテコとした集中構造を形成している。これは一方では製材工

場への素材供給組織の確立であり'，市場構造の視点からみれば，社会的分業体制の確立といえよ

う。

　さて，日田地方の製材工場はこの地区内の原木市売市場を主要な原木入手先としながらも，地区

外の原木市売依存も強めてきている。昭和44年の調査によると,｡地区外の原木市売市場から２万ｍ3
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を購入しており，かなり地区外からの市売市存度を強めてきているが，今日ではかなりこれを上廻

るものと考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∧

　農林省統計調査事務所の資料から46年について，おおまかに推察すると，約４～５万m3と計算

される。すなわち，46年における日田地区の製材工場への素材入荷ｍは，特に国産材についてみる

と, 275千m3（全体36万m3）である。一方，日田地区の市売市場の年間取扱量は196千m3（前表11参

照）であるか，そのうち，39千m3が地区外（福岡県の筑前筑後地区）に流出しており, 157千m3か

地区内業者によって需要されることになる。　すなわち，日田地方の製材工場への素材入荷fi275千

m3のうち，57％が地区内の原木市売市場でまかなわれ，残り, 118干m3は地区外の原木市売市

場，あるいは地区内外を含めての立木購入（国有林を含む）素材・販売業者仕入れということにな

る。ところで，46年度の日田地区製材工場の原木入手方法別入荷ｍは不明であるが，47年の調査に

よると立木購入・素材・販売業者からの仕入れは72千m3となうている。　これを46年にあてて計算

すると，46千m3が主として地区外の原木市売市場から購入していることになるといえよう。

　以上のように，市売市場を利用している製材工場では，これらF!田地区内の市売を主要な入手先

としながらも，道路網の整備，輸送機関の発達により，地区内での不足材，さらに必要な原木を，

地区外の原木市売市場に求めている。日田地区周辺の原木市売市場としては，小国林業を背景に小

国町に２市場，さらに福岡県でも八女・浮羽林業を背後にびか･える浮羽・朝倉郡には３市場，大分

県内では，日田郡に隣接する玖珠郡に２市場，また，中津・下毛地方に６市場，さらに熊本市，菊

池市を中心に６市場が立地するなど，福岡・熊本県境に位置する日田地区を中心に素材市売市場が

散在している。いわば原木市売市場からの購入条件としては，日田地区の製材工場は非常に恵まれ

ているといえよう。

　以上，日田地方における素材の集荷圏の拡大についてみてきた。このような原木市売市場をテコ

とした，また製材工場独自の集荷圏の拡大過程は，一方において弱小産地の後退を招いているので

ある。

　特に，日田市場に隣接する中津・下毛地方は，戦後はかなりの規模の産地市場として展開してい

たのであるが，外材輸入の激増と，日田産地市場との競合の結果，今日では国産材産地として崩壊

しつつある。そこで，この地方を対象に展開過程と実態をみてみよう。

　（2）後退を辿る隣接産地　一中津・下毛地方－（4’

　（ｲ）製材工場の展開過程

　当地方は下毛郡に豊富に存在する森林資源を背景にに戦後中津市を中心に著しい製材工場の設立

をみた。工場数は昭和30年には87工場を数えるに至っており，当時は日田産地市場と肩を並べるだ

けの規模をもっていたといえる。　当地方では，これまで北九州を主体に製品出荷を行なっていた

か，昭和25・6年頃から中央消費地問屋か製品集荷に乗り出してきた。そのため中央出荷が著しく

増大していった。かくして30年頃には中央出荷主体の製材工場とレ地場あるいは北九州を主体とし

た工場との二重構造のもとで展開することになった。一般に産地と中央消費市場との結合形態は，

産地問屋が地区一帯の集荷にあたり，これか一括して消費地に出荷,する形態をとるか，当地方にお

いてはこのような産地問屋は存在していない。　当時，大阪の市売問屋が４業者ぐらい入っていた

が，これら問屋資本は地区内に出張所を設け，どこの駐在員が直接集荷にあたり一定の集荷量にな

ると，宇島・吉富港から船送りをしていた。これは木材だけでなく，石炭，綱材，その他等の物資

をも運んでいた。一般には前渡金によって製品になったものを集荷していたが，問屋によっては立

木購入も行ない，製材工場に原木を手当した問屋もみられる。このように当地方では日田地方と違

って，消費地問屋の産地への著しい進出がみられたのである。

　消費地問屋に対応し，中央出荷をしていたのは当地方では比較的大手で，しかも運賃負担力の強
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　　　　　　　　　　－

いヒノキを主体に製材していた工場が多かったといわれる。中央には36年まではかなり出荷されて

おり，盛んな時には日田地方と同じく地区内出荷量の40～50％を占めていたと考えられる｡

　30年以降の「製品安の原木高」といった価格構造，さらに36年以降の外材輸入の増大過程で，当

地方も郡部に立地する零細工場は著しい後退を辿っていった。一方，消費地問屋も産地から徐々に

手を引き，これまで消費地市場と結びつき前渡金を主要な資金としていた製材工場も，販売市場の

喪失と資金的な行詰りを惹起し，後退を余儀なくされていった。こうして41年には工場数は43工場

と対3O年の半数に減少しているo

　(ロ）外材入荷量の増大と市場構造の変貌

　中央市場からの後退に伴なつて，再ぴ北九州と地場需要を主要な販売先とするようになつた。一

方，生産面においては地場需要の増大も手伝つて，直需者・小売店対象の注文生産を主体とした生

産構造に変つており，市売出荷は4I年の44.9％が，現在では７.６％（市売・センタ―出荷）に過ぎ

なくなつているｏこうした構造は基本的には販売市場を失なう過程で製材工場が方拘転換していつ

たためであるが，当地区においては，古くから，小売店・直需者を対象に製材生産していた工場が

生きのぴた結果，出来上つたという性格が非常につよいo

　一部の製材工場では大手の住宅企業と結ぴつき，比較的大量生産を指向しているが，全般的には

小売・工務店を対象とした零細需要と結ぴついているｏ直需者を対象としているだけに，日田地方

にみられるような専門化は進んでおらず「なんでも屋」的性格が強いｏまた，階眉による生産構造

の異質性はみられず，単一的な販売構造の中で内部競争をひきおこしていると言えるo
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の内容，市況によって違いはあるか，ｌｍ３あたり2.000円内外の価格差かみられるといっている。

　国産材を主体に製材工場が立木買による手山生産を行なっていた30年段階においては，素材生産
量のほとんどは地元消費に組込まれていたと考えられる。だが今日では，先のＫ産業の事例にみる

ように，かなり地区外に出荷されており，また40年以降大きく台頭してきた森林組合も日田にある

大分県森連共販市場に出荷している。日田地方ではスギの小径木は特に高値か形成される。他方,･

当地方では比較的短伐期生産が行なわれており，大体30年位いで伐採され／そのため当地方から生

産される素材は日田地方にかなり出荷されているといえよう。

　一方，中津市を中心とする原木市売市場は，国産材の地元消費の後退にもかかわらず，取扱量は
増大の傾向にあり，原木集荷，販売圏は広がってきている。また47年には２つの市売市場が設立を

みるなど盛況を博し，現在６市場か立地している。これら:市売市場の販売動向をみると，地区内業

者の購入割合は各市場とも30～40％で，地区内消費の占める割合は低下してきている。特に地区外

の場合は，日田・浮羽地方の業者の購入割合か高く，市場によっては60％がこの地方の買方で占め

られている市場もみられる。

　当地方で最初に設立（昭和31年）をみたＮ市場は，年間取扱量15,000m≫で，樹種はスギ45～50
％，ヒノ牛40％，他は松となっている。

40年頃までは中小製材工場も立木買をやっており，買手市

場的性格がかなり強かったか，40年以降製材工場の素材買への転換に伴なって買方も増え，現在で

は延100名を数えるに至っている。当初は地区業者が購入量の100％を占めていたが，現在ではわ

ずか20％程度（中津市，下毛郡）にすぎない。特にヒノ年の良材を取扱うといった関係上，ヒノキ

に関しては岡山県の勝山地方，山口方面からも業者かきている。一方，スギ特に中目，小丸太は日

田・浮羽の業者か主体で，これらは比較的大口購入である。買方は数の上では中津，下毛，築上，

京都，行橋等地元近辺が圧倒的に多いか，これらは小ロである。原木集荷面でもこれまでは下毛郡

を主体に集荷していたか，２・３年前から国東半島。愛媛，延岡方面からの出荷がみられ，集荷圏

は拡大化の傾向にある。　　　　　　　　　　　　　″

　以上，Ｎ市場を事例として，市売市場の動向をみてきたが，当地区一帯の市売市場においては，

程度の差こそあれ，このような傾向か強いといえる。

　以上のように，原木入手においては，産地市場間競争激化のなかで，地区外業者の進出は原木価

格を著しくつり上げることになり，地元製材工場に･は良材は手に入らないといった状態をつくり出

しており，弱小産地の製材工場は，外材へと転換を余儀なくされている。

　このことは，地元市売市場にとっては。むしろ発展条件となっており，地元製材工場が後退して

ゆく一方で，市売市場は発展してゆくという，皮肉な結果を生んでいる。

　注　1）日田地方の林野所有の性格は，一部の大山林所有者に集中する傾向か強い(50ha以上か，戸数0.8

　　　　％，面積31.196)
a,しかし，林野面積の70％近くは>

50ha層以下によって所有されており，基本的
　　　　には，中小零細規模層を主体とした，所有構造を形成してい局6

　注　2）ちなみに日田市場の素材価格をみてみると，昭和44年（7～12月平均）において，小丸太3～7CII1,

　　　　22,100円/�，8～Hem, 21,133円，中丸太19,750円，大丸太21,000円と小丸太の価格か非常に良く
　　　　末口30cm以上の大丸太に匹敵するか，かえって高い状態にある。

　注　3）小丸太（60％以上）を中心に取扱っている日田木協市場の集荷動向をみると44年には地区内依存50

　　　　％，県内地区外を含めると66％を占めていたものか，47年には51％に後退している。また出荷業者も
　　　　県外業者か75％を占め地区内での出荷者はわずか９名（13％）に過ぎない。

　注　4）本項は川田勲「国産材産地市場に関する研究一中津・下毛地方の分析－」（日本林学会九州支部研
　　　　究論文集第27号　1974)を基礎に補充追加したものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6.小　　　括

　以上，日田市場を対象にご市場構造の変貌と実態をみてきた。日田地方への素材の集中は製材工

場の規模に対応したものではなく，工場数の増大に対応したものであった。そして地区内の原木市

売市場の発展を背景に，これをテコとして，また一部の大手工場の地区外原木市売依存といった２

重の構造のもとで集中か行われており，著しい集荷圏の拡大を伴っている。

　このような素材の集中構造の形成は，日田市場か変貌してゆく過程ででき上ったものであって，

そういう意味では，素材集中構造の規定要因は，以下のように基本的には市場構造の中に求められ

る。当地方においては，とりわけ原木供給機関である原木市売市場の発展による集荷機能の強化，

それに対応する製材工場の増大と専門化による生産性向上，さらに木材関連工業の発展と製材工業

の有機的結合の進行が，社会的分業体制の確立となり，市場自体の組織化が形成されたことであ

る。一方，製品販売においては，中央市場から後退しながら，福岡市場ヽとの結合を強め特に製品市

売市場と結合してゆく。また産地製材資本の消費市場への積極的進出と，それによる流通段階の短

縮，大量流通への対応，さらに，九州圏内全域における芦売網の確立（生産市場鹿児島へまでの割

込），木協を通じての共販体制の維持等があげられる。

　このような市場条件のもとに，日田地方は著しい国産材素材の集中を辿ってきているが一方で

は，中津・下毛地方に端的に示されるように，国産材産地として著しい後退がみられ，国産材素材

の地域的集中の較差が著しく進行している。そうして，後退を辿る産地においては，これまで∠地

元製材工場と比較的結びつきの強かった市売市場，素材業者は徐々にこれと遊離し，集中産地の集

荷機関，集荷業者としての役割を担わされている。このような産地市場における生産と消費の分断

は，いわゆる，これまで一般にいわれていた製材工業の原料立地指向性が，うすれつつあるという

ことを意味する。また，これまで比較的分散的に形成されていた産地市場は，一特定産地の集荷圏

の一還に組みこまれる形で再編されつつあるといえよう。

Resume

　Our object, in　this study, is　to define　the reorganization structure of domestic timber

market through the analysis of producing district. In this report, the concentrate structure

and its important factor in Hita district, where domestic timber has been going on concentrat-

ing after the war. will be defined.

　The results are as follows.

　1）Ｔｈｅ concentration of saw-log in Hita district doesn't depend on the scales of sawmills

but the increasing in numbers of them.

　2) And the concentration in Hita district　is thought to be done in two different cases.

One is the way the public log selling market concentrates logs and the other is the way the

saw-mill directly gets logs from the market, which is outside.

　3) And this makes the extent of collection increase remarkably.

　The transfiguration of Hita market since 35 0r 36 0f Showa has made up such ａ consentrate

structure. So an important factor which provides for the concentration of logs is thought to

consist in the structure of market.

　The following points as the charactor of market in Hita district can be pointed out.

　（1）Ｔｈｅdevelopment of the public log selling market and, based on it, the strength of
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function in collecting.

　(2) Increasing of saw-mills and specialyzing of them based on (1).

　(3) Still more. the development of logs correlated and　the organic combination of it and

saw-mill industry.

　(4) As mentioned above, the formation of systematic market based on social division of

production.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　(5) Combinating with ａ local large city, Fukuoka market, in products-selling. Specially,

combinating with the public lumber selling market.

　(6) Positive inroads into ａ consuming city of saw capitals ･and the shortening of the step

of circulation based on it and the formation of large scale circulation.

　(7)　Moreover, the establishment of selling system in all Kyushu.　　　　1

　(8)Ａ joint selling of Hita co-operative society 6f timber.

(昭和49年８月22日受理)
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